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る管理組織の奪取に存しJ(MRP， La nat"onalisati四， 1946) と述べられてL、
3) 広田劫，戦間期フランス封働運動とテ4リジスム，遠藤輝明編，前掲書。
4) Les institutions de la IV. republique， Document d'etudes. n・10，1970. 
5) P.<Irti socia1i.'lte. 37" c:ongr白 natl阻 al(1945. 8. 11-15)， RaPPorts~ pp. 66-69. 







ところで i固有化」政策は， 1944年12月から1946年 5月にかけて，ノレノー
自動車工場，航空事業，四大預金銀行，エネルギー産業等へと漸次に拡大され
ていった。この期間は，政府権力によって 3時期に区分されうる。 1945年11月

















7) 原輝史，戦捜 Yヲンλ における企業の国命化，前掲論主。











必要性 2. 私的所有下での設備投資の手控え，以ょの 2点から導いているヘ
「国有化」された諸企業は，各炭同ごとに HB(Houillむesde bassin) と
いう地方機関に整理・統合され1 そしてそれとは別に， CDF (Charbonnages 











8) J. 0.， Documents de l'Assemblee national constituante (elue le 21 octobre 1945)， Annexe 
Nロ779Cseance du 27 mars 1946) ct N' 945 Cseance du 9 avril 1946) 
9) Loi nロ46-1072du 17 mai 1946 relative a la nationalisation des combustibles rnineraux， 
J口，Lois et decret， 18 mai 1946， pp. 4272-4276 























10) Raptort sur les nationalisations， presente au 21" congres natlOnal de la CFTC， 15-18 
s-eptembre 1915， pp. 25-26. また， [固定された利子ネを越えた補償を生み出す手段は，人民共
和派が提案した法案にその起源をもっていた」との指摘もある。 MauriceBye， Nationalization 
in France， inEiu<tmli • Bye. Rossi， Nationalization in France and Italy， 1955， p.121. 
11) Rene Gendarme， L'exterien四 francaisede la nationalisation industrielle et ses enseig. 
nements economtq叫ん 1950，pp. 1υl- lO~， pp. 136-137 
12) 恥tlauriceBye， opαt.， p.144 
54 (236) 第137巻第2号























13) lbid.， pp. 101-103 
14) Ibid.. pp. 112-115. W. A. Robson， Nationalized industries 1n BTitain and France， inW. 
A. Rohson (ed.)， Problems 01πationalized叩 dustry，1952， pp. 269-270 
15) このような政治に力点をおく研究として，例えは H町Segre，Les entretrises publiques， 1975 
をあげてお〈。



















6 6.5 5.2 5 
製鉄業 12.5 17.4 17.5 10.7 10.4 6.5 9.9 
鉄 道 9.1 11.7 13 10.5 10.2 3.5 9.2 
ガr ス 4.7 i 4.6 4.8 4.3 4.1 1.8 4.1 
電 J 3.2 4.4 5 4.5 4.7 0.6 4.8 
船舶用 1.7 2.4 3 1.3 1 1 1 
家庭用 12 15 15.4 16.5 16.5 4.6 16.5 
諸工業 16.4 17.9 21.2 19 18.9 6.6 17.3 
言十 64.7 I 79.4 1 86.41 67.8 
(注) 1913年目数字には，アルザス ロレーヌを含まず。
1935年の数字は予想3
〈出所 Ratportd'enquete sur le marche charbonnier， 1937， p. 356 
56 (238) 第137巻第2号
第2表戦前の石炭供給構成
I国内生産凶 1"輸入制 1消費。 l|A//C(%×〕lo l |B//C(%×) 100 
1920 25.3 32.5 57.1 44.3 56.9 
1922 31.9 32.2 61.9 51.5 52.0 
1924 45.0 34.8 76.5 58.8 45.5 
1926 52.5 29.1 79.3 66.2 36.7 
1928 52.4 30.0 79.7 65.7 37.6 
1930 55.1 36.4 86.5 63.7 42.0 
1932 47.3 25.5 71.2 66.4 35.8 
1934 48.7 24.5 71.1 68.5 34.5 
1936 46.2 22.9 70.0 66.0 32.7 
1938 47.5 22.7 67.7 70.2 33.5 
(注〉 仏指'Io司の単位は100方トシ。
的十(BI~伺となっていないのはj 輸出分およびストック分が存在するため。














16) 1935年の数値はI Rapports d'enquete sur le marche charbonnier. 1937 pp. 12-14. 1930 
年目数値は， Robert Lafitte-Laplace， L'economie charbonniere de la France， 1933， p.204. 

























17) 以上の記述は.Rattort d'enquete sur le η四Tchecharbonnier， ibid. IAび OdetteHardy-
Hemery， "Rationalisation technique et rationalisation du travail a la Compagnie des Mines 
d'Ainzin" .Le mouvement social， NO 72，1970 jllillet-septembre に負勺ている。
58 (240) 第137巻第2号
中 (1939年 9月一1944年 8月)， 石炭生産ほやや増大するが， それはこの時期
の労働者数の増大によるもので，生産性は低下している則。対独協力に対する
炭鉱労働者の抵抗(生産サボタージュ)の影響が大きかった。
石炭会社の中でも大企業に分類される， アンザン (Compagniedes Mines 
d'Anzin) における， 1928年 1930年に本格化ずる合理化を研究した 1論文は，
当時の技術革新が2つの基準 (1低い投資額と生産費の削減J)に基づいてなさ











点、である。 1 坑内労働者の減少(1943年163，490人， 1944年171，300人， 1945 






18) La crise charbonniere， Expose du ministre de la production industrielle fait le 25 juin 
1945， p. 10 
19) Odette Hardy-Hemery， op. cit.， p.16. 
20) La cTise charbonniere， op. cit.， p. 10 









キによる損失日数は， 47年の 5.93%，48年の 8.333百から， 49年には 0.36%，50 
年には 0.12%へと取るに足らないまでに低下するのである2九
第3衰「国有化」後の生産量，生産性一」28… 1946 1947 1948 1949 1950 1951 1952 I 
生長毒 47.6I 49.3 I 47.3 I 45.1 日日 間|問。!17.4〈百万ト/)I ~， .V  νu τ Uム .. .ι"' I ••.••• I 
理委幸雪.1 1，227 悶 即 日701 1，095 1 1，203 1 1，310 1 1，362 
り巴 kg) | 
(注) 数字には固有化されてしない鉱山も含まれている。
(出所') 1. N. S. E. E.， Annuaire statistique de la Francι1966. p. 29. CDF， Rapport de 









21) Charbonnages de France， Ratport de gestion， Exercise 1949 
22) Maurice 8ye， ot. cit. p. 142 





長期事業(近代化事業 5引 126 1 249 1 203 I 200 i 293 
中期事業(設備・機誠D更新)I 101 I 118 I 137 1 133 1 135 1 日6
石炭工業〔集積，電力，コー 72I 117 I 191 I 257 I 300 ~ 3回クス，化学 “|日 日晶 一 一 u 
I_~-子三王畳豆;ヨ」」
〈注〉 付加価砲説をひいた数字」













資金が比重を高めてゆく。このように， CDFの投資政策において FME とい
う公的資金が果たした決定的な役割は明らかである。
「固有化」後の右炭産業は，生産量・生産性をみる限り順調な回復を遂げ，
その意味において「固有イヒ」政策は「石炭危機」を解消 L，フラ Y ス経済の戦
23) Charbonnages de France， RapPoTt de gestion， Exerc:ise 1947 
24) Ibid.. Exercise 1949 





















































26) Jean-Paul Scot，同 La‘restrauIation de l'Etat' (juin 1944-novembre 1945)"， Cahiers d'his-
toire. n 020-21， 1977~ pp. 179-182 
27) フランス現代史研究会訳「トレー ズ政治報告隼」第Z巻，昭平]30毛 144-255へ ジ参照。
28) Jean-Paul Scot， op. cit.， p.185. 


























29) Jean-Paul Scot.“E凶aislr le mauvement de la production. du prof1t etde l'exploitation 



























30) ベルナ ル シヰノ，長谷川|公昭訳「フランスの固有企業」昭和45年， 49へージ。
31) J.ean-Paul Scot，“ La • restauration de l'Etat' "， 0.ρ cit.， pp. 192-194 
32) へルナー ル シュノj 前損害 48ペー ジn
























要求する利潤の過乗〉は 2 過剰生産によって周期的に現実に現われる， とする
のである。
33) Paul Boccara， Etudes sur le ca戸talismemonopoliste d'Etat， sa crise et son issue， troi 
s.ieme ed山onaugmentee， 1977 
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しかし，ポヅカラの理論のより大きな特徴はむしろ過剰蓄積より，その解決
策を意味する対概念 r減価J (資本の一部の利潤要求の低下〉にあるといっ
てよし九ポッカラによれば，この「減価」によって他の資本の利潤率の上昇が，
また資本蓄積の再開が可能となる。ここでは，ポッカラの理論を直接の対象と
はしていないので，これ以上の論述は避けるが，以上の 2つの概念を前提にし
て， ζの理論による先の潤題の説明をみてみよう。
1920・30年代は長期の過剰蓄積のj段階と規定されるが， 19世紀末の同様の長
期の過剰蓄積の段階でこの過剰蓄積を解消せしめた「構造的減価」は， 29年恐
慌以後，資本の「減価」を妨げるようになり，逆に過剰蓄積を深刻化させる。
ボッカラが特にここで問題にしているのは，独占による価格維持を通じての
「資本の『減価』の凍結」のようである。そして，このことが新たな永続的な
性格を持つ「減価J， すなわち「構造的減価」を生み出すーっの要因となる。
「公的金融」のー形態をなす「国有」企業は，この「構造的減価」のー態様と
して位置付けられるわけである。
一見して明らかのようにボッカラの理論は，資本一般のレベノレで論じられて
いる。従って，総資本のレベルでとらえられた資本蓄積という視点から， r国
有化」のいわば経済的必然性を理論化していると言えよう。かかる意味ではシ
ュノの視点を引き継ぎつつ，さらにそれを発展させていると言える。ポッカラ
の理論はそれ自体として検討すべきであろうが，こ ζでは少なくとも国有
化」あるいは「国有」企業というものを， その形式にとらわれずに「公的金
融」のー形態と L-C把握し，これを過剰蓄積とのかかわりでとらえ理論化して
いる点で，すぐれていると言わなければならなし、。
しかしまた，単に「国有」企業だけでなく，同時に技術革新というものも戦
後フラ γ只経済の高成長を支えたということは否定できないであろラが，この
技術革新という問題がポッカラの言う「構造的減価」とどの上ラにかかわって
いるのだろうかワ 少な〈とも，このような疑問は残る。
小論では，石炭摩業を素材にして「固有化」の経済的要因を考察してきたが，
戦後フランス白「固有化」政策をめぐる一考察 〔自の 67
かかるポッカラの見解に立てば，一産業のみを素材にしてその「国有化」のい
わば経済的必然性まで論じることは困難であろう。しかし，少なくとも r国
有化」以前の石炭産業においては過剰蓄積への傾向が支配していて，そのもと
で技術革新投資の鈍化がみられたこと，このことが直接的立石炭産業「固有
化」の経済的安悶となったことは確かであろう。換言すれば r国有化」が何
故ある特定の領域 E現われたのかは，その個別の産業において過剰蓄積がどの
ように作用したのかをもって明らかとなると考えられるのーである。
結びにかえて
これまでの通説においては，フラ γ旦の戦後改革期の「国有イ七」を，当時の
政治状況を反映したいわば民主主義的改草ととらえ，その政治保守化過程で，
「変質」あるいは「機能転イtJを遂げ，現代資本主義の「生産力的支柱」ある
いは「生産力再編の基礎」となった， というE里解が一般的であったように思わ
れる。そして，このことは確かに，第l節で述べたように民主主義的管理の形
骸化過程をみる限り，当を得た指摘であろう。
しかし r国有化」以前の資本蓄積の状態から，この「国有化」をとらえた
場合，それは公的資金の導入のー形態ととらえることができるのではないだろ
うか。かかる視角からするならば，戦後改革期フランスの「国有化」とは，い
わば一つの経済的必然性をもって現われたものとして，また，当時の政治的状
況によってかかる形態を与えられたものとして把握することが可能となるであ
ろう。ここに産業政策としての「固有化」政策の根拠商における新しい視角を
見い出すことができるのである。
(1985年 3月4日〕
